
Ⅰ一般会計

予算額　　３，５００億８５２万円（前年度当初予算比　２．５％減）

　１　性質別内訳 （単位：千円）
増減額 伸率％

当初① 構成比％ 当初② 構成比％ ③（①－②） ③／②
315,791,252 90.2 329,121,416 91.7 ▲ 13,330,164 ▲ 4.1

[330,539,629] [91.1] [▲ 14,748,377] [▲ 4.5]
5,560,685 1.6 4,552,782 1.3 1,007,903 22.1

[4,997,085] [1.4] [563,600] [11.3]
10,284,806 2.9 8,248,795 2.3 2,036,011 24.7

[8,601,717] [2.3] [1,683,089] [19.6]
18,371,777 5.3 16,885,256 4.7 1,486,521 8.8

[18,812,991] [5.2] [▲ 441,214] [▲ 2.3]
350,008,520 100.0 358,808,249 100.0 ▲ 8,799,729 ▲ 2.5

[362,951,422] [100.0] [▲ 12,942,902] [▲ 3.6]

　２　項別内訳 （単位：千円）
増減額 伸率％

当初① 構成比％ 当初② 構成比％ ③（①－②） ③／②
33,747,401 9.7 47,897,225 13.4 ▲ 14,149,824 ▲ 29.5

[49,259,268] [13.6] [▲ 15,511,867] [▲ 31.5]
124,213,881 35.5 123,181,301 34.3 1,032,580 0.8

[123,181,301] [33.9] [1,032,580] [0.8]
71,498,325 20.4 71,255,931 19.9 242,394 0.3

[71,255,931] [19.6] [242,394] [0.3]
78,121,415 22.3 76,549,744 21.3 1,571,671 2.1

[76,549,744] [21.1] [1,571,671] [2.1]
37,552,146 10.7 36,596,756 10.2 955,390 2.6

[36,596,756] [10.1] [955,390] [2.6]
2,457,123 0.7 2,095,499 0.6 361,624 17.3

[3,290,527] [0.9] [▲ 833,404] [▲ 25.3]
2,418,229 0.7 1,231,793 0.3 1,186,436 96.3

[2,817,895] [0.8] [▲ 399,666] [▲ 14.2]
350,008,520 100.0 358,808,249 100.0 ▲ 8,799,729 ▲ 2.5

[362,951,422] [100.0] [▲ 12,942,902] [▲ 3.6]

　３　財源内訳 （単位：千円）
増減額 伸率％

当初① 構成比％ 当初② 構成比％ ③（①－②） ③／②
164,724 0.0 169,436 0.0 ▲ 4,712 ▲ 2.8

[169,436] [0.0] [▲ 4,712] [▲ 2.8]
10,339,323 3.0 10,672,377 3.0 ▲ 333,054 ▲ 3.1

[10,724,931] [3.0] [▲ 385,608] [▲ 3.6]
65,891,425 18.8 65,834,331 18.4 57,094 0.1

[65,837,199] [18.1] [54,226] [0.1]
145,561 0.0 156,041 0.0 ▲ 10,480 ▲ 6.7

[156,095] [0.0] [▲ 10,534] [▲ 6.7]
12,000 0.0 0 0.0 12,000 皆増

[0] [0.0] [12,000] [皆増]
1,533,839 0.5 798,563 0.2 735,276 92.1

[1,011,063] [0.3] [522,776] [51.7]
456,430 0.1 427,180 0.1 29,250 6.8

[460,734] [0.1] [▲ 4,304] [▲ 0.9]
2,779,600 0.8 2,329,300 0.7 450,300 19.3

[2,329,300] [0.7] [450,300] [19.3]
268,685,618 76.8 278,421,021 77.6 ▲ 9,735,403 ▲ 3.5

[282,262,664] [77.8] [▲ 13,577,046] [▲ 4.8]
350,008,520 100.0 358,808,249 100.0 ▲ 8,799,729 ▲ 2.5

[362,951,422] [100.0] [▲ 12,942,902] [▲ 3.6]
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※本ページ［ ］内の内容については、令和４年度の組織見直しにより、下記の事項を環境生活部へ

移管する前の予算額等を記載しています。

・教育庁体育課から学校体育以外のスポーツに関する事務を移管 ・教育庁文化財課から学芸部門を移管



Ⅱ特別会計　奨学資金

予算額　　１８億６９７万５千円　（前年度当初予算比１６．７％増）

令和５年度 令和４年度 増減額 伸率％

当初① 当初② ③（①－②） ③／②

1,806,975 1,548,270 258,705 16.7

1,365,806 1,088,173 277,633 25.5

441,169 460,097 ▲ 18,928 ▲ 4.1

（単位：千円）

区　　　分

１款１項　奨学資金貸付事業費

財
源
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訳
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Ⅲ 主要事業 

 

 

施策１ 人生を主体的に切り拓くための学びの確立 

１．ちばっ子「学力向上」総合プランの推進（教育政策課、学習指導課） 

320,880千円（R4 319,673千円） 

児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、放課後学習の充実、体験学習など  

多様な学習機会の提供、魅力ある授業づくりなどに取り組みます。 

［主な事業］ 

 （１）学習サポーター派遣事業    132,370千円 

     児童生徒の学力向上のため、授業中における学習支援、学校教育の一環として行う  

放課後学習等の取組に対して、退職教員などを学習サポーターとして小・中学校に派遣 

します。 

   ［補 助 率］国1/3 

   ［配置人数］公立小中学校に192人 

    ［実施内容］授業中における学習支援、放課後学習 等 

（２）多様な学習機会の提供      35,193千円 

    幼・小・中・高等学校が相互に連携し、専門的な学びの機会を提供するとともに、    

先進的な理数教育を推進するなど、多様な学習機会を提供します。 

［実施内容］・「専門学科を体験しよう」事業  4,745千円 

・特別非常勤講師の配置     16,043千円 

・先進的な理数教育の推進    14,405千円 

 （３）魅力ある授業づくり          900千円 

     優れた技能や専門性を活かした授業を行う教員を授業づくりコーディネーターとして 

認定し、近隣の学校を訪問し授業公開や授業づくり支援により授業改善を図ります。 

 （４）学びの未来デザインシート事業 150,000千円 

     これからの社会で求められる考える力を試すテスト（学びの未来デザインシート）を 

千葉県独自で実施します。 

実施後は、解答結果を分析し、授業改善につなげるとともに、児童生徒には学び方を 

フィードバックし、学力向上に取り組んでいきます。 

［対象］公立小中学校 1,000校、26万人（想定） 

※公立小学校（第３～６学年）及び中学校（第１、２学年）で実施 

Ⅰ ちばの教育の力で、志を持ち、未来を切り拓く、ちばの子供を育てる 

※R4予算については、特に記載がない限り、 

 R4組織見直し後の予算を記載しています。 



 

２．学校ＤＸ推進パートナー配置事業【新規】（学習指導課）           35,000千円 

県立高校においてＩＣＴを効果的に活用した授業の展開を図るため、モデル校を巡回して 

授業改善の提案等を行う専門人材を配置します。 

［配 置 人 数］2人 

［モデル校数］8校 

［実 施 内 容］ＩＣＴを活用した授業改善の提案、教材作成、事例の横展開 

 

 

 

３．Society5.0時代を支えるデジタル人材育成事業【新規】（学習指導課）     33,140千円 

新学習指導要領に基づく新科目「情報Ⅰ」により、プログラミング等の情報技術を活用して

課題解決を行う授業が必修化されたことを踏まえ、高校生の情報活用能力の向上を図ると  

ともに、デジタル社会で求められる人材の育成に取り組みます。 

  ［事業内容］  

（１）県立高校における情報活用能力育成事業 30,140千円 

    「情報Ⅰ」の学習内容をもとに実践的な課題に取り組めるデジタル教材を導入し、   

教材の効果を検証して活用・普及を図るとともに、習得した情報活用能力をもとに地域が

抱える課題を発見・解決する学習活動に取り組みます。 

  ［対 象 校］県立高校20校（１年生） 

    ［実施内容］・デジタル教材を活用した、体験や実習を重視した「情報Ⅰ」の授業実践 

         ・ＡＩドリルを用いた効果測定 

         ・データに基づき課題を発見する学習活動（総合的な探究の時間等で実施） 

（２）情報活用能力の向上に向けたプログラミングコンテストの開催 3,000千円 

プログラミングを用いた課題解決力の育成や情報活用能力の向上を図るため、高校生を

対象に、マインクラフトで制作した作品によるコンテストを新たに開催します。 

［対 象 者］県内に在住又は在学の高校生 

    ［実施内容］マインクラフトコンテストの開催、プログラマーによる講演会、 

ワークショップ 

  



 

４．キャリア教育の推進【一部新規】〔一部再掲〕（学習指導課、教育政策課）        

38,105千円（R4 10,628千円） 

生徒が主体的に自らの生き方について考え、将来を見通しながら社会的・職業的自立に  

向けた資質・能力を身に付けていくことができるよう、学校における実践的なキャリア教育を

推進します。 

［主な事業］ 

（１）キャリア教育の推進に係る調査研究事業【新規】            19,500千円 

高校卒業者の就職率の低下や高校卒業就職者の早期離職など本県が抱える課題の原因

を解明するため、学生・社会人・企業を対象としたアンケート調査を実施し、分析した  

結果をもとに効果的な施策を検討します。 

（２）普通科高校におけるキャリア教育実践プログラム研究事業【新規】    5,100千円 

県立高校（普通科）３校の２年生にキャリアデザインの考え方や自己分析の重要性を  

学ぶキャリア教育プログラムを実施します。 

（３）キャリアデザイン講演会の実施             3,630千円（R4 3,150千円） 

生徒のキャリア形成意識を醸成するため、企業経営や科学技術分野等で活躍する方の 

講演会を実施します。 

（４）課題探究型キャリア教育ゼミの実施           1,972千円（R4 1,060千円） 

県立高校の専門学科等に地域課題の解決について探究するゼミを設置し、生徒が自己

の役割・特性を理解しながら主体的に課題解決を図る能力を育成します。 

（５）就職支援事業                     860千円（R4   860千円） 

生徒の職業意識の啓発や就職支援につなげるため、生徒等を対象に講演会を実施すると

ともに、教員研修等を実施します。 

（６）主体的な高校選択の推進               6,745千円（R4 2,000千円） 

児童生徒が自己のキャリアを考え、より適切な高校選択を実現できるよう、専門学科を

有する高校の生徒や教員が小中学校を訪問して体験学習を実施するとともに、各県立 

高校の魅力ある教育内容等を情報発信します。 

［実施内容］・「専門学科を体験しよう」事業〔再掲〕 4,745千円 

       ・学校提案型魅力発信事業【新規】     2,000千円 

 

 

  



 

５．高校・企業等との連携推進（教育政策課）         7,496 千円（R4 7,454 千円） 

   今後の地域産業を支える人材を育成するため、工業高校及び農業高校にコーディネーターを

配置し、企業や関係機関等との連携を図ります。 

［事業内容］ 

 ・工業拠点校（千葉工業高校） 3,748千円 

 ・農業拠点校（茂原樟陽高校） 3,748千円 

 

 

 

 

６．県立学校の校務等デジタル化【一部新規】（学習指導課・特別支援教育課） 

（債務負担行為3,427,000千円）  

教職員の校務の負担軽減及び児童生徒の個人情報の一元共有管理によるセキュリティの 

向上を図るため、県立高等学校の成績処理などに係る校務支援システムや校内ネットワーク 

機器の更新に併せて、新たに特別支援学校用の校務支援システムを導入します。 

［更新機器］成績処理システム、ネットワーク機器 等 

［新規導入］特別支援学校統合型校務支援システム（出勤簿・保健記録の作成・記録、給食数

の集計、個別の指導計画・指導要録・教育支援計画の作成 等） 

   

 

 

  



 

施策２ 道徳性を高める心の教育の推進（※施策７ 多様なニーズに対応した教育の推進を一部含む） 

７．学校におけるいじめ対策・不登校児童生徒支援の推進（児童生徒安全課）   

                         1,137,422千円（R4 1,092,054千円） 

いじめ・不登校等の未然防止、早期発見・解決のため、スクールカウンセラーを増員する  

など、児童生徒が学校生活を安心して送れる環境づくりを進めます。 

 ［事業内容］ 

 （１）学校への支援体制の強化            1,030,205 千円（R4 980,753 千円） 

    ・スクールカウンセラーの配置           895,821千円 

児童生徒のカウンセリングや教職員・保護者への助言・援助を行うスクール      

カウンセラーを小学校や高等学校で拡充します。 

［配置人数］小学校637人(隔週1日配置280人→384人)、中学校312人(週1日配置) 

高等学校105人（週1日配置97人→105人）、 

特別支援学校1人（隔週1日配置）、教育事務所等11人    

 ・スクールソーシャルワーカーの配置        126,481千円 

      問題の解決に向けて福祉機関等との連携や、児童虐待が疑われるなど緊急性の高い 

事案に対応するためスクールソーシャルワーカーを配置します。 

     ［配置人数］小中学校 18人、高等学校 21人、教育事務所 15人 

    ・不登校児童生徒支援チームの設置          7,903千円 

      不登校が長期化しているケースを対象に知見のある専門家等がチームで支援します。 

  （２）相談体制等の充実                95,968 千円（R4 100,052 千円） 

   ・ＳＮＳを活用した相談事業             24,000千円 

中学生、高校生を対象にしたＳＮＳを活用した相談を実施します。 

［対  象］県内の中学・高校に通学する生徒約32万人 

［実施期間］令和5年4月1日～令和6年3月31日の週3日（予定） 

・子どもと親のサポートセンター等における相談事業  70,468千円 

      窓口や電話での相談を24時間いつでも受け付けます。 

    ・ＩＣＴを活用したストレスチェックの実施      1,500千円 

高校生を対象にスマートフォン等を活用したストレスチェックを実施します。 

 （３）学校におけるいじめ対応力強化等         11,249千円（R4 11,249千円） 

   ・生徒指導アドバイザーの配置            6,673千円 

    ・いじめ防止啓発資料               2,529千円 

    ・いじめ防止対策推進条例に基づく調査会等     2,047千円 



 

施策３ 生涯をたくましく生きるための健康・体力づくりの推進 

８．部活動の地域移行に向けた環境整備事業【新規】（学習指導課、保健体育課） 45,000千円 

   休日部活動の段階的な地域移行に向けて、受け皿となるスポーツ団体や文化芸術団体等の 

整備、指導者の確保等に関する実証事業を行います。 

［負担割合］国10/10 

［主な事業］ 

（１）総括コーディネーターの配置      9,000千円 

市町村への助言や関係団体との連絡調整等を行う総括コーディネーターを教育事務所

に配置します。 

［配置人数］6人 

（２）市町村立中学校における実証事業 34,500千円 

地域移行に向けた体制整備や指導者の確保、関係団体との連携強化、参加費用負担へ

の支援などに取り組みます。 

（３）県立中学校における取組         500千円 

県立千葉中学校において、段階的な地域移行を進めます。 

  

 

 

 

  



 

 

 

施策５ 人間形成の場としての活力ある学校づくり 

９．特別支援学校整備事業（教育施設課、特別支援教育課） 77,659千円（R4 35,000千円） 

（債務負担行為 337,000千円） 

特別支援学校の児童生徒の増加に伴う過密解消のため、「第３次県立特別支援学校整備計画」

に基づき、新設校の設置等を行います。 

［事業内容］ 

・旧千葉市立花見川第二中学校の改修等による学校新設（債務負担行為 140,000千円） 

・浦安市立明海南小学校の改修等による学校新設【新規】       31,000千円 

（債務負担行為 69,000千円） 

・君津高校上総キャンパスの改修等による学校新設【新規】      39,500千円 

（債務負担行為 128,000千円） 

・安房特別支援学校鴨川分教室の教室拡充【新規】           7,159千円 

 

  

10．県立学校長寿命化対策事業（教育施設課）     1,816,529 千円（R4 1,331,260 千円） 

（債務負担行為 7,210,000千円） 

   県立学校施設の長寿命化対策を推進するため、「千葉県県有建物長寿命化計画」に基づき、 

大規模改修等を行います。 

令和５年度から、当面、大規模改修の予定がない学校について、建物の劣化の進行を防ぐ  

ため、屋上防水等改修工事を行います。 

［事業内容］ 

（１）県立学校大規模改修 1,702,929千円 

［事業箇所］調査・基本設計  4校 

実施設計      16校 

仮設校舎賃貸借  5校 

工事        6校 

（２）県立学校屋上防水等改修【新規】 113,600千円 

［実施内容］屋上防水 等 

［実施施設］大規模改修の着手が令和10年度以降となる学校のうち、老朽化が著しいもの 

［実施箇所］実施設計4校9棟、工事1校2棟  

Ⅱ ちばの教育の力で、「自信」と「安心」を育む学校をつくる 



 

11．県立学校空調設備整備事業（教育施設課、財務課）  1,222,975 千円（R4 976,731 千円） 

        （債務負担行為 1,528,000千円） 

生徒の体調管理のため、県立高校の空調リース料等について引き続き負担するとともに、 

教職員の執務環境及び生徒の学習環境の改善を図るため、職員室等の管理諸室及び特別教室 

への空調整備を進めます。 

  ［内訳］ 

  （１）普通教室（高校）   974,631千円 

    ・設置校のリース料（19校分）等              103,584千円 

    ・保護者負担により設置された空調のリース料等（97校分） 871,047千円 

  （２）職員室等の管理諸室 208,114千円（高校（設計15校、空調リース料74校））     

（３）特別教室（高校）   40,200千円（設計15校） 

 

 

 

 

  



 

12．県立学校トイレ改修事業（教育施設課）         1,179,600千円（R4 97,500千円） 

（債務負担行為 607,000千円） 

   県立学校のトイレ環境の改善と洋式化率の向上を図るため、床のドライ化や手洗い設備の 

改修等を行うほか、和式トイレの洋式化を実施します。 

令和５年度から、設計と工事をまとめて発注するデザインビルド方式の導入を進める   

ことにより、改修工事を３年間前倒しし、令和 11 年度までに県立学校の全てのトイレを   

洋式化します。 

［事業内容］ 

（１）トイレ先行改修事業   824,600千円 

     大規模改修Ⅰ・Ⅱ期の対象校となっていない高校の普通教室棟のトイレについて、  

洋式化も含めた全面的な改修を行います。また、デザインビルド方式の早期導入に向けて、

事業計画や要求水準の検討などの業務を包括的に委託します。 

    ［事業箇所］設計5校5棟、工事7校7棟 

    ［改修内容］床のドライ化、天井・壁の張替、洋式化、手洗い設備更新 等 

（２）和式トイレ洋式化事業 355,000千円 

大規模改修及び先行改修の対象外となっている全ての学校の和式トイレについて、  

計画的に洋式化改修を行います。 

［実施箇所］高校116校、特支20校 

［改修内容］和式トイレの洋式化 

［総事業費］2,258百万円（令和４年度～令和11年度） 

1校当たり2,000千円/年 

 
 
 
 

13．産業教育施設設備整備事業【新規】（教育施設課）     （債務負担行為 50,000 千円） 

   館山総合高校の小型実習船「大濤」について、老朽化が著しいため、新たに造船する必要が

あるが、造船には複数年かかることから、債務負担行為を設定します。 

 

 
  



 

14．県立学校チャレンジ応援基金積立金（財務課）               12,000千円 

特色ある教育活動を推進するため、各県立学校において部活動の備品や学習用機器の購入  

など事業計画を示して寄附金を募ります。 

受納した寄附金を複数年にわたって管理し活用するため、基金に積み立てます。 

［寄附金の使途］各学校が教育環境を改善し、特色ある学校づくりを行うために活用 

（例）部活の充実に向けたグラウンドの人工芝化や吹奏楽用の楽器購入  

高い専門性を有し、様々な分野の第一線で活躍する特別講師の招聘  

地域住民との交流活性化に向けた生産物販売所の整備 等 

※各学校で標準的に整備されている施設・設備の整備は対象外 

 

 

 

15．公立学校給食費無償化事業（保健体育課）               1,165,000千円 

子どもが多い世帯について、経済的負担の軽減を図るため、市町村と連携し、第３子以降の

義務教育期間における学校給食費を無償化します。 

［対 象 者］３人以上の子を扶養する世帯において、被扶養者である子のうち年齢が上から 

３番目以降の子（義務教育の公立学校在籍者に限る） 

［負担割合］市町村立学校：県1/2、市町村1/2（千葉市のみ県1/4、市3/4） 

県 立 学 校：県10/10 

 

 

 

  



 

16．小学校専科非常勤講師等配置事業【一部新規】（学習指導課、教職員課、保健体育課） 

406,000千円（R4 136,000千円） 

児童の学力及び学習意欲等の向上を図るため、県独自の専科教員等の配置を拡充するととも

に、塾講師を活用した専科指導の研究モデル事業を行います。 

  ［主な事業］ 

 （１）非常勤講師の配置                 257,807千円 

     算数及び理科について、学習指導の充実を図るため、専任の非常勤講師を配置する  

とともに、併せて効果検証を実施します。 

［派遣校数］80校（３・４年生） 

    ［実施内容］非常勤講師が単独または、担任と共に授業を実施 

［配置計画］R4: 40校、R5:80校、R6:120校 

 

 

 （２）技能教科専科指導員の配置            118,315千円 

     体育及び図工について、専門的な指導力を備えた外部指導者を配置します。 

    ［派遣校数］60校（１～４年生） 

    ［実施内容］担任が授業を行い、実技模範等を専門的な技術を持つ外部指導者が実施 

［配置計画］R4:40校、R5:60校、R6:80校 

 

 

 （３）塾講師を活用した専科指導の研究モデル事業【新規】10,000千円 

児童の学力や教員の指導力向上を図るため、塾講師を活用した算数の専科指導を   

モデル的に実施します。 

［実施校数］3校（５年生） 

［実施方法］4～5単元（50日程度）の授業を実施し、単元テスト等により効果を検証 

 

   

  



 

施策６ 教育現場の重視と教員の質・教育力の向上 

17．教員不足解消に向けた緊急対策事業【新規】（教職員課）          40,000千円 

深刻な教員不足の解消に向け、人材サービス会社等と連携し、教員志願者に訴求力の高い 

採用プロモーションを行います。また、抜本的な教員の確保対策を検討するため、千葉大学  

教育学部と共同でモデル事業を実施します。 

さらに、働きやすい職場環境をつくり、教員の定着を図るため、民間のノウハウを活用した  

業務改善に取り組みます。 

［事業内容］ 

・採用プロモーション 

・千葉大学教育学部とのモデル事業 

・学校の業務改善に向けた調査 

 

 

 

18．教員の多忙化対策の推進【一部新規】〔一部再掲〕（教職員課、保健体育課、学習指導課） 

482,000千円（R4 284,000千円） 

教員の長時間勤務を改善するため、教員の事務作業の一部を補助する職員を増員するととも

に、引き続き市町村の部活動指導員の配置に対し助成します。また、民間のノウハウを活用  

した業務改善に取り組みます。 

［事業内容］ 

   ・スクール・サポート・スタッフの配置       433,000千円 

［負担割合］国1/3、県2/3 

［配置人数］小中学校190人→341人、特別支援学校29人→33人 

［業務内容］授業準備、校内掲示物の作成、会議の準備、調査統計のデータ入力 等 

 

   ・部活動指導員配置に対する助成           39,000千円 

［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3 

［業務内容］実技指導、大会の引率 等 

    ［配置人数］中学校65人  

 

・学校の業務改善に向けた調査の実施【新規】〔再掲〕 10,000千円 

  



 

施策７ 多様なニーズに対応した教育の推進 

19．公立高等学校就学支援金（財務課）       8,225,483千円（R4 8,458,497千円） 

公立高校に在学する生徒の経済的負担の軽減を図るため、授業料相当額を支給します。 

  ［対 象 者］県立・市立高校生 

  ［支 給 額］年収910万円未満程度の世帯 生徒１人あたり118,800円／年（全日制） 

※年収は目安であり、家族構成により異なる。 

 

 

 

 

20．公立高等学校等奨学のための給付金（財務課）      873,028千円（R4 958,498千円） 

   公立高校等に在学する生徒の保護者の教育費負担軽減を図るため、奨学のための給付金を  

支給します。 

 ［対 象 者］県立・市立高校生、国立高等専門学校等の生徒がいる保護者等 

        （道府県民税及び市町村民税所得割額が非課税である世帯） 

  ［支 給 額］ 

   国公立高校等に在学する者で、１人につき以下の額 

   ・生活保護受給世帯             年 32,300円 

   ・第１子の高校生等がいる世帯        年117,100円（通信制・専攻科50,500円） 

   ・第２子以降の高校生等がいる世帯       年143,700円（通信制・専攻科50,500円） 

  ［負担割合］国1/3、県2/3 

 

 

 

21．特別会計奨学資金（財務課）          1,806,975千円（R4 1,548,270千円） 

   高等学校等の在学者で経済的理由により修学が困難な者に対し、学資を貸し付けます。 

  ［貸付金］ 1,806,875千円（R4 1,548,120千円） 

    貸付枠    5,630人分 

    貸付月額 10,000円・20,000円・30,000円（選択制） 

  ［国庫返還金］    100千円（R4     150千円） 

  



 

22．日本語の指導を含むきめ細かな支援推進事業（学習指導課） 

29,335千円（R4 27,864千円） 

   日本語指導を必要とする外国人児童生徒に対して、学習上・生活上の支援を行うため、   

母国語を話すことができる相談員等を派遣し、日本語指導及び適応指導等を行うとともに、 

市町村が行う外国人児童生徒への支援に対して助成します。 

 ［主な事業］ 

  （１）外国人児童生徒等教育相談員の派遣      19,350千円（R4 17,555千円） 

     日本語指導の必要な県立学校の外国人生徒に対して、相談員を派遣します。 

    ［派遣人数］県立学校73人  

  （２）連絡協議会の開催                         642千円（R4 818千円） 

日本語指導担当教員の指導向上等のため、経験年数等に応じたきめ細かな研修等を  

実施します。 

  （３）拠点校における支援の在り方等調査・研究 3,853千円（R4 3,332千円） 

     拠点校に相談員支援コーディネーターを配置し、授業や就職における支援体制等に  

ついて調査・研究を行い、その成果を普及します。 

  （４）外国人児童生徒等教育補助事業       5,412千円（R4 6,062千円） 

     市町村が実施する日本語指導員の配置や協議会の運営等に係る経費を助成します。 

［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3 

［対象市町村］5市町村（予定） 

 

  

23．リカレント教育の推進【新規】（生涯学習課）                3,700千円 

  生涯にわたり必要な知識を学び直すリカレント教育を推進し、社会に求められる産業人材の

育成につなげるため、学び直しの動機付けとなる講座（リカレント講座）を実施するとともに、

産学官の連携体制を構築するための協議会を設立します。 

［事業内容］ 

・リカレント講座の実施           3,200千円 

各業界で求められる人材像やスキル等の概観を学ぶ講座をオンラインで実施すると 

ともに、受講後にキャリアコンサルタントによる学習相談を行います。 

・産学官連携リカレント教育推進協議会の設立  500千円 

産業界や教育機関、行政からなる協議会を設立し、課題や情報を共有するとともに、  

今後のリカレント教育推進のあり方を検討します。  



 

 

 

 

施策８ 家庭教育への支援と家庭・地域との連携・協働の推進 

24．学校における児童見守り体制の強化（児童生徒安全課、教職員課） 

104,130千円（R4 103,316千円） 

児童虐待の未然防止・早期対応を図るため、担任教諭が児童へのきめ細かな見守りやケアを 

行えるよう授業の一部を代替する非常勤講師や、緊急性の高い困難事案にも迅速に対応できる 

スクールソーシャルワーカー等を配置します。 

  ［事業内容］ 

   ・非常勤講師の配置                   89,763千円 

児童の見守りやケアをきめ細かく行えるよう、担任の授業の一部を代替する非常勤講師

を配置します。 

   ・スクールソーシャルワーカーの配置〔再掲〕    11,557千円 

児童虐待が疑われるなど緊急性の高い困難事案にも迅速に対応できるよう、スクール  

ソーシャルワーカーを各教育事務所にも引き続き配置します。 

・スクールロイヤーを活用した法的相談体制の構築  2,810千円 

教職員が不当な圧力等に毅然と対応できる体制の構築に向け、スクールロイヤーを  活

用した法的相談等を実施します。 

 

 

25．放課後子供教室推進事業（生涯学習課）     283,423 千円（R4 165,777 千円） 

   子どもたちの安全・安心な居場所づくりのため、市町村が小学校の余裕教室等を活用し、  

地域住民の協力を得て、勉強やスポーツ、地域との交流等を行う「放課後子供教室」の運営費

に対して助成します。 

放課後児童クラブと一体・連携する教室の設置を推進するため、「一体型」・「連携型」の   

年間活動上限日数を拡充します。 

  ［負担割合］国1/3、県1/3、市町村1/3 

  ［実施見込］29市町 

［活動上限日数］（一体型・連携型）144日→200日/年、（通常型）144日/年 

  

Ⅲ ちばの教育の力で、家庭と地域の絆を深め、すべての人が活躍できる環境を 

整える。 



 

26．教職員による児童生徒への性暴力等に係る対策事業【新規】（教職員課）    4,497千円 

  児童生徒の権利利益の擁護を図るとともに、性暴力等を行った教職員に対して適正かつ  

厳格な処分を行うため、外部専門家の協力を得た聞き取り調査等を実施する体制を構築します。 

［事業内容］ 

（１）外部専門家による聞き取り調査 4,007千円 

［調査対象］ 

・性暴力等を行った市町村立学校・県立学校の教職員（弁護士による聞き取り調査） 

・性暴力等を受けた児童生徒（公認心理師による聞き取り調査） 

（２）不祥事防止に向けた研修等の実施 490千円 

 

 

 

  



 

 

 

 

施策１０ 郷土と国を愛する心と世界を舞台に活躍する能力の育成 

27．国際的に活躍できる人材の育成（学習指導課、教育政策課） 

305,666千円（R4 275,450千円） 

   国際的に活躍できる人材を育てるため、中学生・高校生の英語学習の充実を図るとともに、  

海外留学への助成や国際教育交流の推進により、国際感覚や多文化理解の醸成を図ります。 

  ［事業内容］ 

  （１）英語教育の推進（学習指導課） 

ア 英語等外国語教育推進事業    272,650千円（R4 242,584千円） 

県立学校において外国語指導助手（ALT）による授業などに取り組みます。 

イ ＡＩソフトを活用した授業改善  10,300千円（R4 10,500千円） 

生徒の「英語を話す力」を強化するためのソフトウェアを高等学校に導入します。 

 

 （２）国際交流の推進 

ア 高校生等海外留学助成事業（学習指導課）  15,600千円（R4 15,600千円） 

高校生等が外国に留学する場合の経費の一部を助成することにより留学を促進します。 

イ 国際教育交流推進事業（教育政策課）     7,116千円（R4 6,766千円） 

     アジア地域に教職員・高校生を派遣し、海外との教育分野での交流を促進するほか、

県内の高校生が外国人留学生とディスカッションやレクリエーション等を行うプロ  

グラムを実施します。 

 

 

 

28．県立図書館蔵書管理委託【新規】（生涯学習課）       （債務負担行為 118,000千円） 

   新県立図書館における利用者の利便性向上や正確な蔵書管理、蔵書点検の省力化に向けて、

ＩＣタグによる蔵書管理を行うことから、令和８年度までに、中央・西部・東部図書館の   

所蔵資料約１３８万冊にＩＣタグを張り付けるため債務負担行為を設定します。 

［委託業務概要］ＩＣタグの調達、貼付作業、磁気テープの消去作業 等 

 

  

Ⅳ ちばの教育の力で、世界を舞台に活躍する人材を育成し、「楽しい」「喜び」に 

満ちた豊かな社会を創る 



 

29．新県立図書館等複合施設整備事業（生涯学習課）     624,425千円（R4 424,7000千円） 

（債務負担行為 1,000千円） 

県立図書館と県文書館の複合施設を、知識や情報を発信する「知の拠点」として新たに整備

するため、実施設計を行うとともに、施設整備に必要な埋蔵文化財調査等を実施します。 

［事業内容］ 

・実施設計業務委託   580,000千円 

・埋蔵文化財調査        41,000千円 

  ・電波障害事前調査     550千円 

   ・計画通知等の手数料   2,600千円 

・安全柵設置及び保守管理   275千円（債務負担行為 1,000千円） 

 

 

 

30．海の副読本制作事業【新規】（学習指導課）                25,000千円 

県内の小学生が郷土への興味関心を広げ、ふるさと「ちば」の価値を再認識するきっかけと

するため、本県の海にまつわる歴史や文化、産業等を学ぶことができる副読本を電子ブックで

公開し、授業等で活用します。 

   

 

 

31．産業系県立高等学校における千葉県誕生150周年記念事業【新規】（教育政策課） 1,500千円 

千葉県誕生150周年記念事業にあわせ、産業系の県立高校で作成した生産物を各種イベント

において販売するほか、150周年をテーマとした課題研究・発表会等に取り組むなど、産業系県

立高校の魅力発信を行います。 

 

 

 

32．特別支援学校における記念製品制作事業【新規】（特別支援教育課）       8,200千円 

千葉県誕生 150 周年記念事業として、特別支援学校の作業学習等で記念製品を制作して   

販売するほか、インターネット上の仮想空間（メタバース）に特別支援学校のブースを設置し、

郷土や学校の魅力等を紹介するバーチャルイベントを開催します。 



 

33．文化財を活用した郷土の歴史再発見事業（文化財課）             16,969千円 

千葉県誕生150周年記念事業として、県内唯一の日本遺産である北総四都市に関係する歴史や 

人物等を紹介するマンガを制作し、電子ブックで公開して授業で活用するほか、現地訪問に   

つなげるプロモーションを実施します。 

 

 

 

34．文化財保存整備助成事業（文化財課）            55,000千円（R4 55,000千円） 

   文化財の適正な保存管理とその活用を図るため、国・県指定文化財の保存整備・修理等の  

事業に対して助成します。 

  ［補助対象］国指定文化財11件、県指定文化財7件 計18件 

  ［補 助 率］国指定文化財 国庫補助額を控除した額の1/2以内 

        県指定文化財 1/2以内 

 

 

 

35．国際境界模式地（ＧＳＳＰ）関係遺産保存活用等支援事業【新規】（文化財課）30,000千円 

  市原市に所在する国指定天然記念物「養老川流域田淵の地磁気逆転地層（チバニアン）」は、

国際的な科学機関により承認を受けた世界水準の価値を有する貴重な文化財であるとともに、

校外学習等での活用を通じて子供たちへの教育効果が期待できることから、露頭見学施設等の

整備に対して助成します。 

 ［事業主体］市原市 

  ［補助対象］子供たちへの教育効果が特に期待できる露頭見学施設や園路等の整備 

  ［補 助 率］国庫補助額を控除した額の1/2以内 

    

 

  



 

施策１１ 「するスポーツ」「みるスポーツ」「ささえるスポーツ」の推進 

36．心のバリアフリー教育推進事業（教育政策課、特別支援教育課） 

            6,700千円（R4 7,300千円） 

   児童生徒がパラスポーツの楽しさ、ボランティア精神、障害のある人への理解等を身に  

付けられるよう、これまでのオリンピック・パラリンピックを活用した教育を無形のレガシー

として継続します。 

  ［主な事業］ 

  （１）地域拠点校の取組 2,800千円 

地域の方々も交え、パラスポーツや異文化交流等を実施します。 

  （２）特別支援学校の取組 500千円 

特別支援学校教員及び児童生徒が近隣の小・中・高等学校へ出向き、パラスポーツの  

紹介や試合等を行い、共に理解を深めます。 

  （３）その他の学校の取組 3,000千円 

     パラアスリート等を招聘し、児童生徒がパラスポーツ等の体験を行います。 

  （４）グッドプラクティスの表彰 300千円 

     令和５年度に優れた取組を行った学校を表彰し、県全体の更なる取組促進を図ります。 

 

 

 

 

  



 

 

 

37．教職員人件費（給料等）（教育総務課、福利課） 307,721,690千円（R4  321,798,518千円） 

   令和４年９月現在の学校職員及び教育庁職員の現員数により、給与・職員手当等の年間所要 

見込み額を計上します。 

 

 

 

 38．教職員定数（教職員課）   37,215人（R4 37,047人） 

［内訳］                               （単位：人） 

学校種別 
R5年度 R4年度 増減 

①－② 
増減理由 

① ② 

小学校 16,720 16,434 ＋286 学級数の増 等 

中学校 9,047 
 

9,113 
▲66 学級数の減 等 

高等学校 7,374 7,464 ▲90 学級数の減 等 

特別支援学校 4,074 4,036 ＋38 学級数の増 等 

計 37,215 37,047 ＋168  

 

 

 

 

39．県立学校の入試手続のオンライン・キャッシュレス化（学習指導課）      8,095千円 

志願者の利便性向上を図るため、令和４年度から段階的に進めている県立学校の入試手続の

オンライン・キャッシュレス化について、令和６年度の全校実施に向け、民間のオンライン  

出願サービスを活用し、対象校を拡大します。 

［対 象 校］4校→14校（県立中学校2校、県立高校2校→12校） 

※Pay-easy（ペイジー）に加え、クレジットカードやコンビニ決済に対応 

 

 

 

その他 


